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Internet Week 2008
F3: ネットワークアーキテクチャ ～中立性第2ラウンド～
6)通信ネットワークプラットフォームの報告

ISPから見た通信プラットフォームの諸問題

2008年11月26日

社団法人日本インターネットプロバイダー協会

会長補佐／NGN-WG主査 木村 孝
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トラフィック問題と帯域制御
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10.9Kbps

7,813万

812.9Gbps

2007*

2.09倍5.29KbpsA/B インターネット利用者一人当たりの
トラヒック

1.22倍6,416万B.PCからのインターネット利用者数
（総務省発表「ブロードバンドサービス
の契約数等」「通信利用動向調査」より）

2.51倍323.6Gbps A.トラヒック総量
（総務省発表「我が国のインターネットに
おけるトラヒックの集計・試算」より

伸び率2004*

*トラヒックは毎年11月、利用者数は12月なので、集計時期に若干のずれはある。

■この結果生じること

ISPの売上は固定料金制度のため、売上の伸びをネットワークコスト増が上回っている。
（売上は利用者数に比例するが、ネットワークコストはピークトラヒックに比例するため）

環境の変化
利用者一人当たりのトラヒックの拡大

■インターネット利用環境の整備

• FTTH利用が急速に浸透
• 動画などのリッチコンテンツが増加し
利用しやすくなった。

• P2P利用が拡大

• 利用者一人当たりのトラヒックが3年で
2倍に増加

• インターネット利用者の増加以上に、
利用トラヒックの伸びが大きい。
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インターネットトラヒックの状況
P2Pのトラヒックは依然多く、増え続けている。

ある大手ISPの状況（帯域制御なし）
• 下り：2007年10月：44％＞2008年4月47％

• 上り：2007年10月：71％＞2008年4月76％

• 上りは9ヶ月で1.3倍と増えており、2008年4
月時点では上り下りの総容量はほぼ同等

• Ｐ２Ｐアプリは、BitTorrent, shareTCP,Winny
が多い

下り

P2P
47%

それ以外
53%

上り

P2P
76%

それ以外
24%

下り： ISPからエンドユーザー向け

上り： エンドユーザーからISP向け

2008年4月時点の帯域に占める割合(bps)
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ネットワーク負荷の軽減のための帯域制御

P2Pのトラヒック増に対し、一部のISPは帯域制御で対処

中立懇の報告書を受け、電気通信事業関連の４団体は総務省がオブザーバー
として参加した上で、2007年9月に「帯域制御の運用基準に関するガイドライン
検討協議会」を発足

ガイドライン検討協議会が2007年11月に実施したアンケートで、回答のあった
280社のうち、69社（約25%）の事業者が帯域制御を実施。

2008年5月23日に「帯域制御の運用基準に関するガイドライン」を公表
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キャリア・

アクセス事業者

ISP

ローミング事業者

コンテンツプロバイダ

その他

回答のあった280社のうち、

6969社（約社（約25%25%）の事業者が帯域制御を実施。）の事業者が帯域制御を実施。

ローミング提供者が制御を行っているところを含めると、106社（約38%）の事業者において帯域制御が行われて
いる。
30社（約11%）の事業者が帯域制御の実施を検討中。

属性 実施中 ローミング 検討中 導入せず 計

キャリア・
アクセス系事業者

12 1 9 20 42

ISP 57 33 23 112 225

ローミング事業者 0 2 2 2 6

コンテンツプロバイダ 5 7 4 11 27

その他 7 3 5 22 37

帯域制御の実施状況

帯域制御の実施状況 （全体） 回答者属性別の実施状況

（注）複数回答あり。

42

225

6

27

37

n=280

69

37

30
144

帯域制御を実施

ローミング先で帯域制御を実施

帯域制御の実施を検討中

帯域制御を実施する予定はない

総務省が2007年末に実施し、2008年3月に公表された事業者アンケート結果
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2005年（P2P帯域制御前） 2008年（P2P帯域制御後）

2007年～ 個人による動画の共有サービスの利用が急増

*（注）ISPからユーザにむけてのトラヒック
データはあるISPがNTT地域IP網に接続するある県のPOIに設置
した帯域制御装置で取得。
フラッシュ動画は2005年はWebに含まれているが、2008年は動画
＆ストリーミングに分類されている。

ある大手ISPによる調査 （下りトラヒック）*

帯域制御後のインターネットトラヒックの状況
動画配信トラヒックの増加

動画トラヒックの内訳では、人気上位３社（YouTube、ニコニコ動画、Gyao）で全体の６割以上を占める。

別のISPの例（P2Pの帯域制御をしていないISP）ではトラヒックに占める動画配信の割合は
下り：2007年10月：14％＞2008年4月16％
上り：2007年10月： 1％＞2008年4月 2％ 10ヶ月で1.36倍の増加

左右のスケー
ルは同じ

POIはPoint of 
Interface: NTT東
西地域IP網との
相互接続点

その他はメール、
ftpダウンロード、
ゲーム、VOIP
など、
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You Tube動画
(384Kbps)１本
（5分）視聴で生
じる転送量は

14MByte

A) あるISPの調査では上位1%のユーザがトラヒックの51％以上を占有

B) 別なISPの調査では、上位3%のユーザがトラヒックの85％を占有

一部利用者によるトラヒックの占有（下り）

全ユーザの平均転送量は
172MByte
(上位1％を除くと84MByte)

一番多いユーザの
転送量は67GByte
（全ユーザ平均の
380倍、上位1%を
除くと771倍） ある県のPOI 約1万人の利用者の上位5%についてグラフ化

（全体だとグラフがほとんど下に張り付いてしまうため上位5%のみを抽出）

ISP Aにおける調査(24時間のユーザ毎の下
り転送量） (P2P帯域制御後) 2007年10月

平均で
380倍
の格差

単位：GByte

上位から５００
番目で約
530MByte

POIはPoint of 
Interface: NTT東
西地域IP網との
相互接続点

ISPからユーザにむけてのトラヒック

利用者全体の5% ここまで
でトラヒックの71%を占有

利用者全体の1% ここまで
でトラヒックの51%を占有
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A) あるISPの調査では上位１％のユーザがトラヒックの83％以上を占有

一部利用者によるトラヒックの占有（上り）

全ユーザの平均転送量は
120MByte
(上位1％を除くと19MByte)

一番多いユーザの転
送量は107GByte
（全ユーザ平均の932
倍、上位1%を除くと
5753倍）

ISP Aにおける調査(24時間のユーザ毎の上
り転送量） (P2P帯域制御後) 2007年10月

平均で
932倍
の格差

単位：GByte

上位から５００
番目で約39M 
Byte

POIはPoint of 
Interface: NTT東
西地域IP網との
相互接続点

ユーザからISPにむけてのトラヒック

利用者全体の1% ここまで
でトラヒックの83%を占有

ある県のPOI 約1万人の利用者の上位5%についてグラフ化
（全体だとグラフがほとんど下に張り付いてしまうため上位5%のみを抽出）

平均すると常時
10Mbps(コンテンツ
事業者向け料金では
月額20万円程度）

例） 個人向け契約回線を利用して、動画コンテンツを提供している事業者？
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利用者ごとの転送量規制

対策 ネットワーク負荷の軽減

上りで1日15GBを超えると利用制限D社

ユーザとISP間で送受信されるトラフィックが長時間に渡って平均を
著しく超え、他のユーザの利用に影響を及ぼす恐れがあると判断さ
れたユーザについては、約款に基づき利用の一部制限もしくは停
止（規制値は非公表）

C社

1日に30GBを超えるデータの送信（上り）をしている利用者に対し
て総量規制方式（通信データの種類に関わらず、データ転送量の
合計（総量）に一定の基準を設定し、その基準を超えた利用に対し
て通信の制限や契約の解除を行う）による利用の制限を行なう。

E社

同上B社

上りについて24時間当たり15GBを超えると利用制限A社

概要社名
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ベストエフォート定額料金制度の意味の再考
「ベストエフォート」 イコール 「定額制」 ではない。

ISP

ユーザ ユーザ ユーザ

中継網 128Kbps
共用

128Kbpsアクセス
網

ISP

ユーザ ユーザ ユーザ

中継網 100Mbps
共用でも余裕

1.5～
12Mbps

アクセス
網

ISP

ユーザ ユーザ ユーザ

中継網 1Gbps
共用

100Mbpsアクセス
網

ISP

ユーザ ユーザ ユーザ

中継網 10Gbps
共用

100M-1Gbpsアクセス
網

登場時(1997) ADSLの時代(2001～) FTTHの時代(2004～)

NGNの時代

トラフィック量に応じた料金計算を行なわ
ないことで運用コストを省き、速度保証は
ないが廉価なサービスを提供する定額制
料金が登場

トラヒックは増えるが、ネットワークコストが下がる傾向にあったため、（そのた
めのコストがかかる）トラフィック量に応じた料金計算を行なうよりも、規模拡
大で1ユーザー当たりのコストを抑えることで定額料金を維持

•リッチコンテンツによりトラヒックは一層増大

•ネットワークコストが再び上昇傾向

•利用者拡大の伸びが緩やかに

再びトラフィックに応じた料金計
算を検討する時期に

このときベストエフォートは、共用型で速度
について保証しない代わりに専用線に比べ
割安な価格で提供するサービスという意味

ベストエフォートは、NTT局舎からの距離
により速度が低下し品質を規定できない
が、最大限努力するサービスという意味

そもそもエンド・エンドでの品質を保証で
きないという意味でインターネットは本来
ベストエフォート

NGN

保証も
あり
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コンテンツ事業者による負担とその収益のISP間の配分は
困難

利用者 アクセス網

国内ISP事業者

(二次）

国内ISP事業者

(一次）

IDC

サービス事
業者

海外ISP事業者
国際ISP事業者

サービス事
業者

サービス事
業者

国内ISP事業者

(一次）

実際の費用負担（お金の流れ）

サービス提供者に負担してもらう
場合の費用負担の流れ（大変複
雑で到底不可能）

コンテンツの流れ

ピアリング
相互精算なし

トランジット

• インターネットの世界ではISP同士の事業者
間精算の仕組みがないため、コンテンツ事業
者からの収益をISP間でシェアするのは困難

• 国際的な仕組みでなければ、コンテンツ事業
者が国外に逃避するだけにしかならない。

the Internet
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大量トラヒック問題に対する当協会の意見

• 大量トラヒック問題がISPにとって事業撤退の危険性を伴う重大問題であること
を利用者、コンテンツ事業者を含む関係者間での認識の共有が必要

• 大量トラヒック問題はISPだけで対処できる範囲を超えており、大量トラヒックを
出すコンテンツ事業者やアプリケーション事業者、キャリアとISPが運用面の工
夫や技術的解決策などを共同で検討する場を作るべき。

• 新たな負担の検討（自由競争に基づき、各社が検討するものとして）

1. 消費者向けのベストエフォートの定額料金サービスを利用して、（安い料金で）イン
ターネットに大量の上りのトラフィックを出す事業者に対しては、正当な対価を要求
してもよいのではないか。

2. 普通の利用者が動画配信を家庭で視聴する程度には定額制を維持し、また帯域
制御などは行なうべきではないと考える。

3. ただし、消費者向けに安価にネットワークを提供するためには、インターネットの発
展を支えてきたヘビーユーザに萎縮効果を与えないよう配慮しつつも、平均的利用
を大きく上回る利用に対しては、ある程度のネットワークコストの負担を求めてもよ
いのではないか。

4. 上記１．と異なり既にネットワーク利用に相当の対価を払っているコンテンツ事業者
に追加負担を求めるのは現在は困難ではないか。
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ISPの考える通信プラットフォーム
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インターネットを支えるISPの役割
ISPは多岐に渡る役割を担う

インターネットの必須機能の提供

①利用者、サーバーへのIPv4,v6アドレスの付与管理

②インターネット経路制御・運用管理（自律・分散・協調）

③ISP相互接続、海外接続によりインターネットを構築
④インターネットに必須なDNSサーバー等を運営

接続機能提供

①利用者へのインターネットへの接続提供

②企業やコンテンツ事業者への接続提供

アクセス網

プラットフォームレイヤー

コンテンツ・アプリケーションレイ
ヤー

物理網レイヤー

通信サービスレイヤー

ユーザサポート・接続管理
①利用者の登録・管理
②認証・課金・決済
③サポート提供（電話、メール、オンサイト）
安心・安全・セキュリティ提供
①迷惑メール、違法有害情報対策
②ボットネット、DDoS対策など

コンテンツ提供者への決済機能提供

利用者に対する多様なコンテンツ・アプリケーションの提供
メール、ホームページ、ブログ、IP電話、各種コンテンツ提供

一体として提供するのがISPの基本
的提供形態

ワンストップで提供されると便利

セキュリティや
消費者保護の
観点から今後
ますます重要
な機能

ネットワーク提供に
おける基本機能

copyright©2008 （社）日本インターネットプロバイダー協会
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インターネットにおけるプラットフォームの現状

キャリアの通信プラットフォーム（NGNや携帯）

ISPのプラットフォーム

•回線認証（端末認証）

•課金

•QoS制御

•プレゼンス管理

•セッション管理

上位のサービス事業者の
プラットフォーム(Yahoo!など）

•ユーザ認証（接続契
約者）

•課金

•IPレイヤーのネット
ワークセキュリティ

•Abuse対応

•検索

•ユーザ認証

•課金

•コンテンツフィルタリング

•コンテンツ配信

•アプリケーションレイ
ヤーのセキュリティ

ホスティング
/ASP事業者のプ
ラットフォーム

•サーバ提供

•ドメイン提供

•ASP提供(メール、Web、ショッピング機能）

コンテンツプロバイダ、サービスプロバイダ

エンドユーザ

P2P（事業者のある・な
いプラットフォーム）

•DRM

•コンテンツ配信

DRM:Digital Rights Management:

著作権管理

winny,Bittorrent

Abuse対応とはISP契約者に
よる迷惑メール送信や著作権
侵害、爆破予告、自殺予告、
有害情報の掲載など利用者
の様々な違法や約款違反行
為への対応
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ユーザ認証

コンテンツ/
サービス提供

ホスティング事業者

ISP

海外

コンテンツ提供プラット
フォーム

課金、利用者管理
サポート
違法な利用への対応

ISPが提供するインターネットのプラットフォーム

個人ユーザ

コンテンツ/ASP事業者

課金プラットフォーム ネットワーク制御
DNS

セキュリティ提供
迷惑メールフィルタリング提供
違法有害コンテンツフィルタリング提供

メール等の基本
機能の提供

海外との接続
の提供

IPv4/v6アドレスの付与に
よるインターネットへの接
続の提供

ISP

コンテンツ/ASP事業者はネットワーク構
築について気にすることなく、調達さえす
れば事業を構築できる。これを提供する
のがISPのプラットフォーム

ISPのネットワークプラットフォームは基
本的にすべての上位事業者に対して
オープン

copyright©2008 （社）日本インターネットプロバイダー協会
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NTT東西
フレッツ

イーアクセス
などＡＤＳＬ
アクセス事
業者

ソフト
バンク
BBな
どの一
部
ADSL
事業者

ケイオプ
ティコム
など一部
電力系
事業者

CATV
事業者

携帯電話
事業者

垂直統合タイプ

ISP

メタル回線（ドライカッパ） FTTH回線

ダイヤルアップ

利用者

インターネット

卸役務
提供

相互接続

インターネットの事業構造（１）

卸・相互接続タイプ

インターネット接続
サービスレイヤー

（ブロードバンド）アクセ
スサービスレイヤー

物理網レイヤー

イーア
クセス
などの
一部移
動体通
信事業
者、
PHS事
業者

卸役務
提供

参考
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地域IP網／NGN

ISP接続

ISP ISP ISP

NTT東西の地域
IP網と物理的に
つながっている
ISPは160社*1

*1２００８年３月２７日 情報通信審
議会 次世代ネットワークに係る

接続ルールの在り方について答
申より 数値は2007年10月現在

*2 フレッツに接続しているISPとし
てNTT東西がホームページで各県
毎に公表しているリストからJAIPA
がユニークに集計 2007年5月現
在

ISP ISP ISP 合計約
788ISP*2

NTTに直接接続
せず、ローミング
を提供するISP経
由でインターネット
接続を提供する
ISPもある

インターネット

ユーザ

インターネットの事業構造（２）
NTT東西との関係

参考
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IPv6でのアクセス網とISPの接続方式
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NGNのIPv6アドレ
ス(ネイティブ)

the internet

別の
NGN

別の
NGN

海
外
事
業
者
のN

G
N

NNI

NGNの世界

ベストエフォートの世界

HGW

UNI

STB

ユーザ内ネットワークを
NGNとインターネットで分
けないことで、ユーザは
NGN上のサービスもイン
ターネット上のサービスも
切り替えなどを意識せず
利用可能になる。

キャリアのNGN

ISP

v4

v6SBC

SBC

NNI

NGN側
へはNAT

デフォルトルートは
Internet側

PC情報家電

NNI

SBC

ユーザ側
LAN

現行のIPv4
インターネッ
ト接続

ｻｰﾋﾞｽ

ｻｰﾋﾞｽ

4月1日にJAIPAが提唱し、現在NTT東西と協議中のNGN上でのIPv6インターネット
接続提供のための提案（一部）

トンネル
終端

SBC: Session Boarder Controller
NNI: Network Network Interface
UNI: User Network Interface
NAT: Network Address Translation
STB: Set Top Box
HGW: Home Gateway

トンネル
終端

GW

実現イメージ

新設するIPv6イ
ンターネット接続

ISPのIPv6アドレス

ISPによるIPv6インターネット接続の実現
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NGN

Internet

ISP

NGN

Internet

ISP

トンネル

ＮＧＮアクセス網の3つの案とは

案１、案２

（トンネル方式）

案３

（ネイティブ方式）

NAT

ホームゲートウェイ

家庭内ネットワーク
(インターネット側）

ホームゲートウェイ

家庭内ネットワーク
（NGN側）

NATという装置
を使い、NGNの
サービス利用時
は変換して使う

案１、２の違いはトンネルの構築
主体（ISPかNTT)

ISPの申し込みによる
インターネットアクセス接続管理

22
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技術的問題点 ビジネスモデル 懸念事項

案１ トンネル方
式(ISPが構
築）

NGN側に使えない
サービスがあるおそ
れあり

現在のホールセール
ADSLと同じビジネス
モデル

案２ トンネル方
式

（NTT東西
が構築）

NGN側に使えない
サービスがあるおそ
れあり

現在のBフレッツと同
じビジネスモデル

案３ ネイティブ方
式

トランジットが一元
化されればISPの独
自性、差別化は困
難になる。

トランジットをISP毎
に分ける場合、コス
トの関係で実質的に
ISPの数は制限され
る。

ISPがNTT東西に
IPv6インターネット接
続をアウトソースする
ビジネスモデル。

ISPの役割は、販売、
課金、サポート、セ
キュリティなどになる。

実質的にNTT東西がインター
ネット接続機能を全面的に担う
ことになり、ISPはトランジットの
自由度、選択性が制限される。
ISP毎のポリシーがNGN全体
で一律となり、インターネットの
自立分散の思想とは相容れな
いか？

3案の比較（１）
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総務省 インターネット政策懇談会
IPv6移行とISP等の事業展開に関するWG
取りまとめ（2008年10月2日） （抄）

3．IPv6でのアクセス網とISPの接続方式
（3）考え方

○接続方式の決定にあたっては、当事者（東・西NTT／ISP事業者）は、次の①
から④に配意することが必要であると考えられる。

① ISPサービスが適切な料金により安心・安全かつ安定的に提供されること
② 接続に要するコストが関係者間において適切に分担されること
③ ブロードバンド市場におけるレイヤー内・レイヤー間の公正な競争及び新事
業創出の機会が確保されること

④ ①から③の事項については、短期的のみならず、中・長期的な視点も考慮し
て判断されること
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○当事者は（中略）上記①から④について、その内容を利用者等の関係
者に対して適時適切に説明することが求められる（後略）。

○JAIPAと東・西NTTとの間の協議内容については、JAIPAに加入して
いないISP等の関係者が参考にできるように、協議中の段階を含め、積
極的に公表されることが求められる（後略）。

○以上が適切に踏まえられることを前提とすれば、（中略）案1、案2及び
案3を含め、どのような接続方式を採用するか（中略）については、基本
的には当事者に委ねることが適当（後略）。

○ただし、案3については、ブロードバンド市場に対する東・西NTTの関与
を大幅に拡大する可能性があり、公正な競争の確保の観点から、政府は
必要に応じ適切な対応を行うことが求められる。

総務省 インターネット政策懇談会
IPv6移行とISP等の事業展開に関するWG
取りまとめ（2008年10月2日） （抄）（続）


